
１　経済動向に係る企業等の声（10-12月期）

地域の経済動向（令和6年10-12月期）
《道北（上川・留萌・宗谷）地域》

【建設業】 

・ 受注が伸びず資金繰り状況が悪化しているなか、追い打ちをかけるように本年 11 月から下請法に

よるサイトの 60 日制限が開始され、さらに資金繰りが厳しくなることが予想される。（総合工事業） 

・ 新築戸建を中心に工事量の減少が止まらず、底を打ったという状況ではなく､さらに低迷すると感じ

ている。（設備工事業） 

・ 工事受注量は昨年並みだが、資機材・下請施工費価格の高騰により利益率は低下している。来年度

においても建設資材価格の大幅な高騰の情報が出てきている｡（総合工事業） 

・ 一昨年から去年にかけては、原油価格が高止まりしており重油価格が高騰していて、毎月重油価格

があがっていても公共工事の設計単価は半年毎の見直しである等により、苦しい面があった。最近は

やや落ち着いてきたとみている。（建設業） 

・ 工事の受注数としては、順調に推移しているが、コロナ禍あたりからはじまった原材料高騰の影響

が今も続いている。物価高騰に加え運送費用も上昇しており、物流業界の賃金アップや運送時間等の

変化が工事に係わる取引現場にも波及してきている。今後も売上や利益面については大きな影響は受

けないと思うが、電気工事ができる人手の不足が続いており仕事受注に影響が出ないか気にしている。

（設備工事業） 

・ 道内の道路舗装工事業者は年々減ってきている。今年度、人・モノの動きが活発になり工事増・受

注増を想像していたが、実際には、公共工事の発注が年々減っており、４～12 月の稼働期間で合材生

産量は目標の半分にも満たない状況。（建設業） 

・ 工事の需要に合うだけの対応が継続的にできず、常に人材不足を感じている。（設備工事業） 

・ 大工不足による課題が多く、人材育成や若手大工の採用が急務である。また､業績改善が進まない中

の賃上げは、従業員の離職防止策という面とコスト増加による経営上のダメージとの相反するもので

あり難しい問題である。いずれにしても生産性を高め収益力アップが必至である。（総合工事業） 

・ 地域柄、漁師や農家を親に持つ人も多く、家業を継ぐため途中で離職するケースがある。自衛隊退

職者向け説明会に参加するなどしても、採用に結びつかない。（建設業） 

・ 慢性的に人手不足。特に技術職が足りない。新卒採用について、地元高校から毎年数名の島内就職

がある。今年度は当社で１名採用することができたが、地元企業での取り合いとなるため、高卒新規

の就職はなかなか見込めない。新卒採用に力を入れるため新制度を設立。高校から電気科のある専門

学校に進学する学生の入学金及び学費を支援するという内容。専門学校卒業後に５年間当社で勤務し

た場合は当社への返還免除とする。今年度実施決定したばかりのためまだ利用事例はないが、今後制

度周知を継続して採用に繋げたい。（設備工事業） 

・ 人材不足が喫緊の課題。技術職が足りない。技術継承を行いたいが、新しい採用が中々見込めない。

（設備工事業） 

・ 公共工事の設計単価について、例えば、四半期ごとに単価を更新するなどなるべく最新の状況を踏

まえた単価設定をお願いしたい。（建設業） 
 

【製造業】 

・ 原材料（原木）の入荷が不安定な中、売上高が前年対比で増加しているが、コロナ前に比べると大

きく減少している。（木製品製造業） 

・ 受注競争の激化により単価が厳しさを増している。（窯業製造業） 

・ 輸出や国内市場も価格改定前の水準に戻りつつあり、数量的にはコロナ禍前まで回復したが、原材

料価格や人件費・光熱費の上昇が大きく、全て価格転嫁できていないことから採算面は厳しい。（食

料品製造業） 

・ 食料品の度重なる値上げにより、一般消費者の食品以外の購買意欲がかなり落ちていると感じる。

政府の給与引き上げには賛同できる部分もあるが、まずは企業の収益が改善しなければ社員への給与

の改善も出来ない｡（食料品製造業） 



 

・ アイスクリームの市場規模が、単価の上昇や商品の多様化、スイーツ的な立ち位置になっているこ

となどから、過去最高となっており、賞味期限がないためロスが生じないことが強みとなって、全都

道府県で販売しており、全国各地に物流拠点ができたことで、少量でも出荷出来るようになるなど、

販路は拡大中である。（食料品製造業） 

・ 閑散期にはアイスの製造だけでなく管内の農産物を使用したジュースやアイスに使うピューレを製

造し、季節労働者の年間を通じた雇用確保につなげている。製造したジュースはサワーやサングリア

等に使用されている。今年は、高校生に内定を出しており、採用には、会社見学や面接にかかる交通

費負担、社宅の整備などにも取り組んでいる。（食料品製造業） 

・ 収益は、横ばい。お菓子屋はお盆などのイベントがあると多く売れるが、何もない時は、本当に売

れない（特に冬場）。閑散期に賞味期限の⾧い商品をストックして、労働時間の平準化を図っている。

原料高、資材高、電気代などの上昇が経営を圧迫している。機械が老朽化してくるので、更新につい

ても考えていかなければならない。（食料品製造業） 

・ 鮭は昨年に引き続き取れていない状況で、令和４年からは 90％減となり、高値で取引されている。

ホタテは主に韓国に輸出しているため、中国の日本産水産物の全面的な一時輸入禁止はそこまで打撃

はなかった。（水産加工業） 

・ 従業員が不足し、高齢化している。日本人からは応募がなく採用が難しいため、インドネシアから

の技能実習生を雇用しており、受入にあたっては寮を整備している。（製造業） 

・ GX については、 CO2 の自然冷媒方式の冷凍庫への交換、アイスを固めるための冷凍庫の霜取りをア

ルゴリズムで管理できるコントローラーの導入を行った。DX については、AI を使用した画像装置や工

場内の材料等の移動に使う AGV(無人搬送車)の導入、工場内への LAN 回線の敷設も行い、省力化でき

るところは省力化を進めている。（製造業） 

・ コロナ禍では、イベント中止やスーパーマーケットのチラシ発行自粛などがあり、ポスターやチラ

シの受注が少なくなっていたが、その後、若干の回復はみられたものの、コロナ禍を経てペーパーレ

スやデジタル移行が進み、紙媒体の需要が減っているため厳しい状況は続いている。 

 社員の平均年齢が上がっており、技術継承など行いたいが、なかなか応募がない。（印刷業） 

・ 造船の新規受注は、かなり前から減少傾向にあり、代船建造は当時より費用が 1.5 倍程度かかる。

修繕は、ある程度定期的に受注が見込まれる状況。（造船業） 

・ 事務方は適正人数だが、工場現場で働く人材は長期にわたり常に不足している。学生向け説明会が

あれば積極的に参加し、運輸局旭川運輸支局が主催する中学生向け海事講座に協力し、乾ドック見学

も行った。生徒数や地元就職の生徒数が減っており、地域で奪い合いの印象。（造船業） 

 

【卸売･小売業】 

・ 10 月から最低賃金の改定や郵便料金の値上げがあり、販売コストが大きく増加する。迅速な価格転

嫁の必要があり、見直しが迫られている。（小売業） 

・ 工場設備の更新が必要であるが、更新費用を補うための価格転嫁について販売先の理解を得るのが

難しい。（卸売業・小売業） 

・ 円安のためインポート（輸入）商品価格が 10～20％値上がり、販売に大変苦労している。また気温

差があり、来店客数が非常に少なく売上も厳しい。（衣服小売業） 

・ 新車の販売増と販売単価上昇、中古車市場の活況により当月の利益は前年同月を超える見込みだが、

年末にかけて売上が落ち込むと予想しているため、今期の営業費の増加を考慮すると来月以降の業況

は厳しいと考えている。（自動車小売業） 
 

【運輸業】 

・ 燃料価格の高止まりはあるものの、地道なコスト削減効果が出てきた。秋からの人の移動量増加に

期待。資金面での不安がますます大きくなってくるのがこれからなので大変。（道路貨物運送業） 

・ コロナ５類移行から観光客が動くようになり、今年度も利用が回復している。貸切予約について、

FDA チャーター便が運航され需要があったことに加えて、大型客船の稚内入港時もご利用いただいた。

いずれも当社の定期運行便の合間を縫って、かつ航空機やフェリーとの乗り継ぎ時間に合うように限

られた乗務員・車両の調整が必要であった。（運輸業） 



（道北） 

・ 繁忙期には、ドライバー不足により、貸切予約を他社に振ったりお断りしたりすることもある。若

手がまったく雇えず、若い人の自動車に対する興味がなくなってきていることも原因のひとつと考え

ている。大型 2 種免許がない方でも入社後に免許が取れるよう、免許取得制度を設けているが、それ

でも若手からの応募がない状態。（道路旅客運送業） 

・ 職場全体の高齢化が進んでおりドライバーの平均年齢は 50 代で、若くて 30 代半ば。今後の世代交

代が難しい見込み。（運輸業） 

 

【サービス業】 

・ エネルギーコストの高止まりが原因で、売上が過去最高を記録しているにも関わらず利益につなが

らない。また、スキマバイトの普及により、ある時間帯ではスタッフ不足になる｡長期で雇用したいと

募集しても応募はないため、今後オペレーションを変更せざるを得ない状況になる可能性がある。ま

た、賃金上昇に売上が追い付いておらず、仕入単価が上がっているのに価格転嫁できていないなどが

経営を圧迫している。（理美容・クリーニング） 

・ 観光客は回復しているが、その速度は緩やか。キャンプ場の利用客はかなり増えており、特に３、

４泊する⾧期の滞在が目立っている。その要因としては、徒歩で当館の入浴施設が利用できる利便性

や、キャンプ場が砂地ではなく芝生となっていることも要因と考えられる。また、当キャンプ場はコ

ロナ禍の時でも営業を続けていたので、リピーターが増えたものと思われる。（宿泊業） 

・ ホテルについては、ほぼ満室が続いている。工事関係者が多いが、これらの方々は食事を採らない

ケースが多く利益率は低い。韓国の旅行会社が冬の観光先を検討するために、視察に来る予定もあり、

歩くスキーや雪合戦など冬のアクティビティを検討する必要性を感じている。（宿泊業） 

・ 2 次会などが開催されるスナック等のお客さんは減少傾向にある。主な理由は、コロナウイルスの

影響により外出が減少したことや、タクシーの営業終了時間が早く、夜に飲食店を利用した後の足を

確保するのが難しい状況にあることが挙げられる。（商工会） 

・ 宿泊客は昨年より増えている。 9月時点での旅館単体での売上は悪くない状況。 10 月いっぱいま

で繁忙期が続く見込みだが、冬は宿泊客が大きく減るため、その分催事出展により利益を確保してい

く方針。商品販売について、催事は１月から本格的に開始しており、順調に利益が出せている。コロ

ナ禍で落ち込んだ商品販売の売上を V字回復させるためにも、秋以降や３～４月などの閑散期に積極

的に催事に出展していきたい。（宿泊業） 

・ 産業廃棄物の処理は生活に必要不可欠であるため、大幅な減収などの変化はない。産業廃棄物処理

は、中間処理、収集運搬、スクラップ買取、総合解体、運搬など、仕事内容が幅広いため、入社して

からその人に適した部署を選んで働くことも可能。また、資格取得についても入社後にサポートが可

能だが、応募が中々いない。（廃棄物処理業） 

・ 業種関係なく人手不足感があり、特に宿泊業に関しては、人手不足により満室にできない状況は今

も続いている。小さい旅館は食事を出す余裕もないくらいで、素泊まりのみしかお客様を受け入れら

れないというところもある。新卒採用については、高校生はほぼ島外に出てしまうため困難。（商工

会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【直近の景況感】

【景況感の推移】

２ 道内金融機関から見た地域景況感（10-12月期）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

非常に低調非常に好調 好調 やや好調 普通 やや低調 低調

現在の景況感 次期見通し

総合
生産
動向

消費
動向

判断理由 方向感 判断理由

物価の上昇、原材料費の高騰に加え、人手不
足を問題にあげる企業が多かった。建設業で
は、注文があっても人繰りができずに断らざる
を得ない状況もあるとの声も確認されたことか
ら、次期の景況見通しは「下降傾向」と判断し
た。

北星信用金庫
人手不足が続いていること、物価高によるコスト
増も変わらないことから、前期同様「普通」と判
断した。

人手不足の影響が続くと考えられ、「変わらな
い」と判断した。

旭川信用金庫

原材料費の高騰や人件費の上昇等から今期の
景況感も「普通」と判断した。また、販売価格に
転嫁したくてもなかなか踏み込むことができず
現状維持の価格のままなんとか営業している、
との声も聞かれたことからも景況感を「普通」と
判断した。

景気動向調査による次期予想DIを見ると、全業
種が△36.9ポイントの予想。
業種別に見ると、製造業△38.9、卸売・小売業
△50.0、サービス・不動産業△31.2、建設業△
25.0の予想。
前回調査との変化幅は、全業種△29.0、製造業
△50.0、卸売・小売業△50.0、サービス・不動産
業△25.0、建設業10.0であり、「下降傾向」と判
断した。

稚内信用金庫

当金庫で行っている景気動向調査によると、閑
散期に向かう中、前年同期と比べて、ALPS処
理水問題の影響が限定的だった製造業や建設
業が売上額DI、収益DIの改善を示した一方、一
般旅客部門を中心に運輸業が大幅な悪化を示
している。
以上の結果から、総合を「やや低調」、生産動
向を「やや低調」、消費動向を「低調」と判断し
た。

同調査によると、業況（△34.9）、受注額DI（△
44.1）、売上額DI（△39.2）、収益DI（△36.5）で
サービス業は経済活動が正常化に向かう中で、
売上額DI、収益DIの改善が見られたものの、そ
れ以外の全業種で閑散期となる中、業況、受注
額、売上額、収益いずれも低調な見通しを示し
ている。
以上から「下降傾向」と判断した。

留萌信用金庫

景気動向調査による業況DIは、全業種△7.9ポ
イントで「普通」と判断した。
業種別では製造業11.1、卸売・小売業0.0、サー
ビス・不動産業△6.2、建設業△35.0となり、総合
的に「普通」と判断した。

R6-Ⅱ R6-Ⅲ R6-Ⅳ

旭川信用金庫

R5-Ⅰ R5-Ⅱ R5-Ⅲ R5-Ⅳ R6-Ⅰ

北星信用金庫

留萌信用金庫

稚内信用金庫



（右軸：前年同月比（差）：％）

３ 業種別の業況感ＢＳＩ（企業経営者意識調査）

R3-Ⅳ R4-Ⅰ R4-Ⅱ R4-Ⅲ R4-Ⅳ

△ 12

R6-Ⅲ R6-Ⅳ

全業種 △ 23 △ 16 △ 6 △ 7 △ 14 △ 11 △ 2

R5-Ⅰ R5-Ⅱ R5-Ⅲ R5-Ⅳ R6-Ⅰ R6-Ⅱ

0 0 △ 13 △ 25

△ 6 △ 4 △ 4 △ 23 △ 22

△ 23 △ 6 0 △ 31 △ 29 △ 16

△ 7 △ 15

製造業 12 △ 17 △ 27 △ 35 △ 10 △ 11 △ 11

△ 33 △ 7 △ 7 △ 12 △ 6 0建設業 △ 13

△ 36 △ 18

運輸業 △ 43 △ 46 △ 9 8 6 14 9

△ 25 △ 8 △ 7 △ 39 △ 22 △ 42卸売・小売業 △ 13 △ 7 0 0 △ 27

4 4 △ 16

0 0 0 △ 36 △ 29 △ 23

資料：(株)東京商工リサーチ北海道支社 資料：北海道労働局

【公共工事請負金額（百万円）】 【航空機利用による来道者数（千人）】

資料：北海道建設業信用保証（株） 資料：（公社）北海道観光機構

【企業倒産件数と負債総額（左軸：百万円）】 【有効求人倍率（倍）】

△ 7 7

４ 各種経済指標

【新車登録台数（台）】 【新設住宅着工戸数（戸）】

資料：（一社）日本自動車販売協会連合会、（一社）全国軽自動車協会連合会 資料：国土交通省
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